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                                 No.107  2005 年 10 月 21 日          
                                               

                  巨大なリテール市場獲得を急ぐ欧米銀行                                                

                                                                                                         

                                   開発経済調査部 上席研究員 糠谷 英輝             

 欧米銀行による中国進出が加速している。特に 2005 年になって中国の商業銀行への

出資競争が激化している。これまで報道された主な事例を挙げれば、オランダ ING に

よる北京銀行への 19.9%出資、バンク・オブ・アメリカによる中国建設銀行への 9%出

資、ロイヤルバンク・オブ・スコットランド、メリルリンチ、香港の投資家による中国

銀行への 10%出資、ゴールドマン・サックス、アリアンツ、アメリカン・エクスプレス

による中国工商銀行への 10%出資、BNP パリバによる南京商業銀行への 19.2%出資、ド

イツ銀行、ザル・オッペンハイムによる華夏銀行への 14%出資などである。欧米銀行に

よる出資先は中国四大商業銀行に限らず中堅銀行や地方銀行にまで及んでいる。しかも

中国の銀行は資産状態も不透明な部分があり、リスクが高いと認識されているにもかか

わらず敢えて出資を決定している(外資による現行の出資規制上限は 19.9%)。地場銀行

への出資はリスクは高くとも、既存の顧客基盤を一気に獲得することが出来るという大

きなメリットがあり、今後の急激な成長が期待される中国の巨大なリテール市場を狙っ

たものである。 

 中国は 2001 年 12 月の WTO 加盟により 2007 年にリテール部門も含めた銀行市場を

全面開放することを義務付けられている。一方、中国の商業銀行も市場開放後の外銀と

の競争激化に備え、敢えて外資を受け入れることで競争力強化を図ろうとしている。 

 また BRICs として中国とともに今後の経済成長が期待されるインドでも、ドイツ銀

行は 5000 万米ドルを追加投資し、新たに 8 都市(ムンバイ、コルカタ、デリー、チェナ

イ、バンガロール、グルガオン、ノイダ)に支店を開設し、リテール業務を急速に拡大

することを発表した。中国とともに巨大な人口を抱えるインドも今後のリテール市場の

急成長が期待されている。インド中央銀行は 2005 年 2 月に外銀に対し 100%出資の現地

法人設立を認め、さらに 2009 年 4 月からは外銀による民間銀行の買収を認める方針で

ある。既に国営銀行が外資と合弁で関連業務に参入しているケースも出ており、現在中

国で起こっているような欧米銀による進出競争が今後、インドでも繰り広げられること

となろう。 

 邦銀は不良債権処理を進める過程で海外業務を縮小させてきたが、ここへきて反転の

動きを見せている。特に成長市場である中国における拠点網拡充には熱心であり、地場

企業との取引も拡大させているとはいえ、未だ地場銀行への出資には至っていない。 

 邦銀の強みの一つは海外に進出した日系企業取引であるが、日系企業が各国地場市場

との取引を深めて行くにつれ、日系企業取引を推進する上でも地場リテール業務を手掛

ける必要が生じる可能性が高い。現実に顧客となる日系企業は邦銀に限らず欧米銀や進

出先の地場銀行との取引も行うケースが増えており、特に信用力に問題のない国際的な



 2 

大企業では邦銀取引に固執しなくなっている。また企業取引の決め手ともなるキャッシ

ュ・マネージメント・サービスでは、邦銀は欧米銀に競争力で劣後するとも指摘されて

いる。 

 一度奪われた市場を取り返すことは難しい。 欧米銀が中国やインドのリテール市場

への進出を急ぐ中、邦銀も早急な対応を迫られていると言えよう。 
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